
6. 新潟県中越地震における強震観測施設付近の建物被害と強震記録について

曽我部博之

本報は、新潟県中越地震における強震観測施設付近の建物被害とその強震記録との関連性について述べる。

2004年 11月27日から 3日聞に渡って行った調査では、川口町を除いて大きな振動被害は多く観られなかった。

しかしながら、強震記録の結果は表 1に示すように、いずれも大きな計測震度、最大加速度値そ示している。さ

らに、地震応答スペクトルの結果も図 Hこ示すように非常に大きな応答値を示している。このような建物被害と

強震記録のずれを調べるために、ここでは建物の非線形性を考慮することによって地震動に対する建物の応答性

能を検討した。

地震応答解析においては、建物の復元力特性を完全弾塑性型とし、減衰常数を h=0.05とした。記録地震動は、

十日町 (K-NET)と川口(JMA)の東西方向 (EW)および南北方向制S)そ用いた。また、振動方程式の数値積分法

には刻み時聞を 0.2x 103(sec)として Newmarkの戸法を用いた。

図 2は、各固有周期T(sec)の建物において、塑性率μ(=最大変位/降伏変位)が 6になるときのせん断力

係数 qy~示している。復元力が弾性範囲の場合、十日町 EW の応答加速度が川口 EW より非常に大きくなって

いるのに対し(図 1参照)、建物が大きく塑性化した場合には、図 2のように川口 EWにおけるせん断力係数が

大きくなっている。特に、この傾向は固有周期が中低周期帯で顕著になっている。たとえば、建物の固有周期が0.6

秒の場合、川口 EWのせん断力係数は qyニ0.66、十日町EWのせん断力係数は qy=0.091であることから、同じ

塑性率になるためには約 7倍の建物強度が必要になる。

函3は、建物のせん断力係数 qyに対する塑性率μを示したもので、建物の強度に対する塑性化の度合いを表

したものである。ここでは、木造家屋や低層のRC造を代表して固有周期を 0.4秒とした。せん断力係数qyが1.0

に近い場合、地震動の違いによって塑性率μに大きな差は認められないが、せん断力係数が小さくなるにしたが

い大きな差が表れてくる。 川口EWの地震動では建物の強度が低くなるにしたがい、塑性率が非常に大きくなっ

ている。 実際、川口町では強度が低い(せん断力係数が小 表1 強震記録の概要
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